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会長就任のご挨拶

会員価値を高めて世界に誇れる学会へ

私たちの生活スタイルは2年にもわたる新型コロナ感染拡大で、大きく変

わりました。今年に入っても終息は見通せないままですが、日常の生活を取

り戻す動きもあちこちで見られるようになりました。

日本機械学会（以下、本会）においても昨年度は多くの行事をオンラインで

開催することが出来ました。オンラインのメリットは距離の問題を一挙に解

決でき、多くの会員にとっても時間の有効活用が実感できたことと思いま

すが、一方で対面開催のように会員同士のつながりや懇親の機会が失わ

れてきたのも事実です。今後もコロナ感染が一気に終息することは考え難

く、感染対策を整えながらも共存の道を歩まねばならないと考えています。

本会でも、今年度からは各種行事について、主催者の判断でオンライン開催、対面開催、あるいはその併

用など、行事の性格や地域の感染状況を勘案しながら実施していただけるように致しました。昨年、飯田

橋に移転した本会の新事務所においても、オンライン併用で会議や行事が開催できる準備を整えました。

積極的な活用をお願いします。

さて、2022年度は次の運営方針に基づいて取り組んで行きます。

1. 社会的課題の解決に向けた学会の貢献強化と新たな機械工学の創生

2. コロナ後の社会変革を先取りした学会改革

3. 学会の価値向上に向けたアクションプランの加速 

社会的な課題を解決することが工学の目的であることは自明です。社会的課題の解決に向けて、産業界

と学官界が連携して取り組む場を提供することが本会の重要な責務の一つであると考えています。そのために、

2020年度から学会横断で社会的課題を議論するテーマを取り上げています。今年度は新たに二つテーマを

加えました。社会的な課題の解決に向けた議論を通して、機械工学が進むべき道が自ずと見えてくると考え

ており、そのことがゆくゆくは新しい機械工学の創生や新分野の創設につながると思っています。

ご承知のとおり、部門連携の強化を図るための取り組みとして、2020年度から3年間新部門制が試行さ

れています。今年度が最終年度になりますが、新部門制の試行結果を検証し、2023年度からの本実施に

向けた準備を完了します。

感染拡大を契機に、我が国のデジタル変革（DX）も一挙に加速したように思います。企業ではジョブ型へ

の雇用形態は転換が進み、即戦力として知識と経験のある人材が強く求められるようになりました。この

ようなコロナ後の社会変革を先取りして、本会の事業も改革していきます。たとえば、出版物の販売事業

から、「知の情報」そのものを提供する新しい事業形態への移行を進めます。技術者教育においても会員

の自己啓発や社内教育などのニーズに応える新たな仕組みを導入していきます。また本会の最大の行事で

ある年次大会においても、多くの会員が集って闊達な情報交換や議論ができる場を提供できるようさらな

る改善を進めます。

会員の皆様が集い、ともに活動する場である本会は、会員総意のもとに価値を高め続けなくてはならな

いと考えています。その中核の一つが学術誌の発行です。オープンアクセスの強化とより多くの投稿を促す

仕組みを作り、投稿数の増加と論文の質の向上に取り組みます。また、「機械遺産」や「機械の日」などの

知名度向上とともに、国際的な情報発信機能を強化して本会のブランド力の向上に努めたいと思います。

会員の皆さまが世界に誇れる学会であるために、本会の運営を進めてまいります。

2022年度（第100期）会長　

加藤 千幸（東京大学）　
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2022 年度取組方針2022 年度取組方針

1. 1. 社会的課題の解決に向けた学会の貢献強化と社会的課題の解決に向けた学会の貢献強化と

 新たな機械工学の創生 新たな機械工学の創生

2020年度より試行を開始した新部門制は、部門間の交流を促進

することにより新分野の創出や社会的課題の解決に貢献していくこ

とを目指しています。複数の部門が連携した講演会や講習会などの

イベントが数多く企画されることにより、より広い視野で行事の活性

化が図られ、会員にとっても魅力度が高まるものと期待されます。

2022年度は試行期間の最終年度となり、2023年度からの本実施

に向けて仕上げの年度となります。試行期間に抽出された課題をしっ

かり検証し、仕組みの改善を進めていきます（図1）。分野連携委員

会では、複数部門が連携して、講演会や講習会などの行事を企画す

ることを積極的に推奨し、行事の更なる活性化を目指します。

また学会横断テーマは、気候変動や少子高齢化など社会的課題を

取上げ、分野横断で議論して、産業界からも積極的に参画頂ける行

事を企画していきます。今年度は新たなテーマも立ち上げる予定です。

更に他学協会との連携も深めていきます。電子情報通信学会とは

2018年度以来、会誌での連携記事や年次大会での合同セミナーな

ど多くの連携企画を進めて来ましたが、今年度はCPS（Cyber-Phys-
ical System）をテーマに企画を進めます。情報処理学会とは昨年7
月に覚書を締結し、本年3月の同学会全国大会で合同企画フォーラ

ムを開催しました。今年度も新たな企画を検討して行きます。更に電

気学会や日本クレーン協会とも連携を進め、本会活動の裾野を広げ

て会員の期待に応えて参ります。

図1　新部門制の試行（2020年度～2022年度）

2. 2. コロナ後の社会変革を先取りした学会改革コロナ後の社会変革を先取りした学会改革

新型コロナ感染拡大を経験して2年が過ぎました。まだまだ終息

の気配は見えませんが、この間に私たちの生活や仕事のスタイルは

大きく変化しました。リモートワーク、オンライン会議が常識となり、

教育の現場でもオンライン授業が取り入れられていると思います。

本会でも、殆どの講演会、講習会、委員会はオンライン形式となり、

対面で直接話をする機会が失われてコミュニケーションの不足を懸

念する声がある一方で、移動の必要が無くなり、有効な時間の使い

方が出来るようになりました。このような中で、産業界においては個

人のスキルを重視した雇用形態が主流になり、技術者のキャリアパス

の多様化が進むと考えられます。本会においても、このような社会

変革を先取りして、会員のニーズに応えるべく、改革を進めていきま

す（図2）。
昨年度、経営企画委員会のもとに3つのワーキンググループ（以下

WG）が立ち上がりました。「情報の事業化検討WG」は、これまで

の出版事業に代わって、本会の財産である「知の情報」をオンデマ

ンドに会員に提供する新たな事業の開拓を目指します。「技術者継続

教育検討WG」は、技術者の自己啓発や特別員の社内教育などの

要望に応えるべく、部門や支部で企画している講習会も含めてリカレ

ント教育を体系化し、会員のニーズに応えることを目指します。「年

次大会活性化WG」は、会員相互のネットワーク構築と、分野横断

で社会課題を取り上げた新技術を広く議論できる場を提供して、多く

の会員が集う年次大会を目指します。

図2　学会改革の取り組み

3. 3. 学会の価値向上に向けたアクションプランの加速学会の価値向上に向けたアクションプランの加速

新生「日本機械学会」の10年ビジョンでは、国際的な視野から学

術界・産業界をリードし、今後ますます複雑化する社会の要請に応

えるべく本会の活動方針が定められ、今年度もこの方針のもとにア

クションプランを策定しました。特に会員の皆さんが集い、活動の基

盤となる本会の更なる価値向上に向けて、具体的な施策を展開して

いきます（図3）。
本会の学術誌は投稿数・掲載数の減少傾向が続いています。学

術誌の価値を高めるため、国際的に評価の高いオープンアクセスデー

タベースへの収録を目指します。また和文誌においては、質の高い

講演論文からの投稿を促すと共に、産業界からも技術論文を投稿し

やすくなる環境を整え、更には和文誌から、質の高い論文を英文誌

に再録できるよう規定を改定するなど、学術誌の活性化を進めます。

本会における会員減少の主な要因は、卒論や修論の研究発表のた

め学生員になっても、その後、殆どが会員を継続しないことにあり

ます。そこで若手会員の視点で本会の魅力度向上を目指す「若手の

会」が設置されています。本会としても支援を更に強化し、より若手

視点の行事活性化を目指します。グローバル化や多様性にも取り組

みます。

「機械の日」や「機械遺産」、「機械工学振興事業」など公益活動

の強化は、社会的責任を担う本会にとって重要なミッションです。社

会に貢献し、機械工学の重要性を広めるためにも、国内外への発信

力を強化していきます。

図3　学会の価値向上に向けたアクションプラン

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

組織体制・評価⽅法の試⾏
(分野連携委員会・部⾨評価委員会)

⽀援⽅法
(交付⾦・事務⽀援）

検証
(模擬評価)

本実施
(分野連携の強化、⾏事の活性化)

→以降３年間毎の活動評価と
⾃主的な統廃合への⽀援

→本実施6年⽬となる2028年度
に制度の再検証

新部⾨制の試⾏期間2020〜2022年度 本実施 2023年度〜

学会横断テーマ

情報の事業化検討WG
技術者継続教育検討WG
年次⼤会活性化検討WG

他学協会との連携企画
電気学会︓2004〜，電⼦情報通信学会︓2019〜
情報処理学会︓2022〜，⽇本クレーン協会︓2020〜

2021 202420232022 年度

部⾨間交流
の促進

会員メリット
の追求

他学協会との
連携強化

新分野の創出

開催⾏事の
魅⼒度向上

分野連携委員会&部⾨評価委員会

「少⼦⾼齢化を⽀える⾰新技術の提案」
「持続社会の実現に向けた技術開発と社会実装」
「機械・インフラの保守・保全と信頼性評価」

「未来を担う技術⼈材の育成」

更なるテーマ追加で
分野連携・産学連携
の強化

学術や産学連携の
裾野拡⼤

事業基盤の強化

社会課題の解決

⾏事活性化で
参加者増⼤

部⾨間連携の強化、⾏事活性化

2020

知の情報で収益拡⼤

技術教育と認証

会員が集う年次⼤会

会員価値の向上

「機械の⽇」の企画強化「機械の⽇」の企画強化

機械⼯学振興事業のあり⽅⾒直し機械⼯学振興事業のあり⽅⾒直し

⼈材育成
若⼿⽀援の強化

グローバル化
多様性の推進

公益活動の強化集会⾏事の活性化

年次⼤会の活性化年次⼤会の活性化

新部⾨制試⾏との総括新部⾨制試⾏との総括

若⼿の会活躍⽀援強化若⼿の会活躍⽀援強化
地域との連携強化

情報発信⼒の強化

組織⼒の強化

多様な交流の場

⽀部講演会･卒研講演会活性化⽀部講演会･卒研講演会活性化

「知の情報」の事業化「知の情報」の事業化

国際的な情報発信国際的な情報発信

投稿数･掲載数の向上投稿数･掲載数の向上

学術誌の
国際的価値向上

「機械遺産」の知名度「機械遺産」の知名度UP
他学協会との連携強化他学協会との連携強化

オンライン活⽤による⾏事活性化オンライン活⽤による⾏事活性化

分野連携の促進分野連携の促進 学会横断テーマ学会横断テーマ

事業規模適正な拡⼤と会員メリットの追及事業規模適正な拡⼤と会員メリットの追及

機論と講演会のリンク機論と講演会のリンク

産業界と学会の対話産業界と学会の対話 技術者継続教育の仕組み作り技術者継続教育の仕組み作り

：10年ビジョン活動⽅針
：2022年度重点施策

の活動⽀援強化LAJ*, JSME‐IU**の活動⽀援強化

*LAJ: Ladiesʼ Association of JSME
**JSME-IU: JSME International Union
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日本機械学会の現状 日本機械学会の現状 
会員数（学生員、特別員を含む）はコロナ禍の影響を受けて２期連

続で大幅に減少し、32,340名となりました。一方で正味財産は、昨

年に引き続き大きく増加し、10年前の水準を超える14.3億円となりま

した（図4）。

図4　会員数と正味財産の推移

1. 1. 会員数の状況会員数の状況

2021年度末（2022年2月末）の会員数は32,340名で、2020年度

末と比べ889名減少しました（表1）。2021年度末の女性会員数は

1,188名で、2020年度末から42名増加しました。同じく外国籍会員

数は902名で、95名増加しました。

表1　会員数の状況

2021年度（2021年3月～2022年2月）は約4,700名が入会（正員701名、

学生員4,027名、特別員13社）し、コロナ以前の水準に戻りましたが、

退会者は昨年度を上回り、退会と会費滞納による資格喪失が約5,600
名で、２期連続で会員数が大幅に減少しました。特に企業所属の正

員は2020年度末と比べ約600名減少し、長期的一様減少の傾向に

歯止めが掛かっていません（図5）。

図5　所属別正員数の推移（准員および准員相当を除く）

企業に所属している会員が減少している理由は、若手の会員が少

ないことにあります。企業所属の正員の年齢分布は、40代前半以下

の若年層が少ない構成になっています（図6）。この年齢分布は、全

体が少し下がりながら毎年1年分右に移動しますが、58歳以降の「定

年の壁」は移動しないことから、会員数が大幅に減少する構造となっ

ています。企業所属の会員の減少を止めるためには、まず若い層を

増やしていく施策が必要です。

また、学生員の多くは卒業して社会人になると多くが本会から離

れてしまいます。学生員が卒業して5年後に継続して本会の会員でい

る割合はおよそ20%です。若手会員にとっての魅力度を向上するこ

とで、学生員の卒業後の継続率を向上することが重要な課題となっ

ています。

図6　企業所属正員の年齢分布

2. 2. 財務の状況 （2021 年度決算）財務の状況 （2021 年度決算）

今年度の経常収益は750百万円、経常費用は655百万円で、経常

収支95百万円の黒字となり、指定正味財産は株式評価益などにより

11百万円増となりました（表2）。資産－負債である正味財産は前年

度に比べ106百万円増となり、前年度に比べ事業活動は回復傾向に

ありますが、コロナ禍における活動の制約により、事業規模は前年

度に引き続き7億円台に留まりました。一般正味財産が大きな黒字と

なったのは、各事業における行事開催がコロナ前の水準に戻りつつ

ある一方で、オンラインの活用が進み費用が抑えられたこと、本会

事務所の移転や人件費の抑制による固定費の削減が進んだためと考

えられます。

なお実施事業は公益目的支出計画に従い、毎年▲83百万円程

度となるよう運営してきましたが、上記の理由により今年度は▲48
百万円となりました。会費収入は、会員数の減少により個人・法人

合わせ前年度より▲8百万円となり、初めて3億円を下回りました。

事業別の経常増減額は、出版事業で19百万円の増、本部事業（事

業委員会関連事業）で18百万円の増、交付金を除く支部事業で▲19
百万円、同じく部門事業で▲6百万円となりました（図7）。

表2　2021年度決算

図7　正味財産変動要因（2021年度）
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2021 年度の活動報告2021 年度の活動報告

1. 1. コロナ感染拡大に伴う対応コロナ感染拡大に伴う対応

（1） （1） 緊急タスクフォース緊急タスクフォース

昨年度に引き続き2021年度も緊急タスクフォースを設置し、感染

対策としての支部・部門・本部によるイベント・会合の開催方法の検

討を行い、2022年3月までは昨年度末に決定した方針「人が集まる

形での行事や会合等の開催を避ける一方で、可能な限り行事を中止

するのではなくオンライン会議システムを利用して開催すること」を

継続することとしました。

また2022年4月以降は、「集会行事等を開催する時期および感染

状況等を総合的に考慮し、現地で開催する方式（以下、対面方式）を

可能とし、開催する主体が、開催地の感染状況等を確認しながら現

地で決定すること、引き続きオンライン方式を推奨すると共に、本会

は、ハイブリッド方式による開催を支援すること」を、「対面方式の

集会行事・会合等開催に関するガイドライン」と共に2021年10月5日
の理事会にて決定しました。

（2） （2） 講演会、 講習会のオンライン開催講演会、 講習会のオンライン開催

行事・会議がオンライン開催されるようになって2年が経過し、講

習会および研究発表講演会のオンライン開催が定着しました。2021
年度はコロナ以前とほぼ同数の講習会および研究発表講演会をオン

ライン開催することができました。また、コロナ後におけるオンサイ

トとオンラインを併用したハイブリッド方式での開催を見据えて、会

場運営手順を作成しました（図8）。

会場の講演発表は従来通りの形式

集音マイクの音声を 上で配信

講演室 講演室

集音マイクの音声を

集音マイクで会場
全体の音声を拾う

集音
マイク

ホスト

講演者も へログイン 講演発表
資料
講演者 より画面共有

聴講者

講演者

講演者

ハイブリッド開催 講演室数の分
それぞれ環境必要

講演会

図8　ハイブリッド開催イメージ

（3） （3） 東京都新宿区の事務所移転東京都新宿区の事務所移転

本会の固定費削減のため、2021年1月の理事会で事務所の移転

が承認され、同年6月14日に長年親しまれた信濃町煉瓦館から、同

じ新宿区のKDX飯田橋スクエアに移転をしました（図9）。

中会議室 会員スペース

建物外観
本会事務所は
２階部分

事務室

図9　KDX飯田橋スクエア（JR飯田橋駅東口から徒歩5分）

この移転に伴い、事務所全体のスペースを前事務所の約60％に抑

え、移動書庫や図書室等の書類の電子化を進め、大規模災害に備

えたBCP（Business Continuity Planning）にも対応しております。

また、オンライン併用の会合やイベントも開催できるよう、中小６つ

の会議室（定員24名×3室、定員6〜8名×3室）全てに必要な機材を揃

えると共に、会員が自由に使えるスペースを設けました。職員の執務

室もwi-fi 環境の充実したフリースペースを基本とし、IT活用により

事務作業の一層の効率化を進めます。職員の勤務形態も在宅勤務を

併用し、働き方改革に対応する次世代型の事務局を目指してまいります。

2. 2. 中期的課題への取り組み中期的課題への取り組み

（1） （1） 新部門制の試行新部門制の試行（2020 年度～ 2022 年度）（2020 年度～ 2022 年度）2 年目の取組2 年目の取組

2020年度から開始された新部門制においては、本年度から部門へ

の交付金および小規模部門への事務的支援など、新たな支援方法の

適用が始まりました。分野連携委員会では、新たに17件の部門間連

携の企画提案を受け、支援を開始しました。部門評価委員会では部

門活動の評価方法を具体化して部門協議会にはかると共に、課題抽

出と改善のため、本年度の活動成果を用いた模擬評価を実施しました。

（2） （2） 学会横断テーマ学会横断テーマ

各テーマとも企画チームによる分野連携、産学連携の議論を重ね、

2021年次大会にて理事会企画として次のセミナーを開催し公開しま

した。①「少子高齢化を支える革新技術の提案～少子高齢化の課題

を解決する新しい機械工学の提案～」、②「持続可能社会の実現に

向けた技術開発と社会実装～将来エネルギー技術選択と機械技術者

に対する期待～」、③「機械・インフラの保守・保全、信頼性の評価

～DX社会は機械学会に何を望む？～」、④「アフターコロナにおける

大学教育の質保証」。また上記4テーマに加え、来年度より追加すべ

き新テーマを検討しました。

（3） （3） 他学会との連携他学会との連携

電子情報通信学会との合同企画として2021年次大会で先端技術

フォーラム「機械と情報通信の融合で人間の能力を拡張する技術」

を開催し公開しました。また情報処理学会とも入会金相互免除と連

携推進の覚書を締結し、2022年3月の同学会全国大会で「ものづく

りと情報処理における人材育成について」の合同フォーラムを開催し

ました。電気学会とは8月に会長懇談会を開催すると共に、本年3月
号会誌に両会長の対談と省エネの連携特集を掲載しました。日本ク

レーン協会とも年次大会で合同フォーラム「大型機械構造物の安全

化と自然災害への対応」を開催しました。

（4） （4） その他の取り組みその他の取り組み

【若手の会】【若手の会】

「若手の会」は2018年度に設立された40歳程度までの本会会員

による組織です。若手会員の増強並びに活性化を推進するため、当

事者である若手会員自身により本会の魅力度向上に資する施策の立

案・実施、若手会員の交流ネットワークの構築を行うことを目的とし

ています。2021年度は年次大会での「エンタメ×モノづくり」や、若

手技術交流会をオンラインで３回開催するなど、若手会員とのネット

ワークの構築に向けた活動を着実に進めています。

【多様性】【多様性】

“10年ビジョン”に掲げられた「世界に開かれた多様性に富んだ学

会」の実現に向け、Ladies’ Association of JSME（LAJ委員会）

やJSME International Union（JSME-IU）などの委員会が活動

を進めています。LAJ委員会では、同委員会が中心となり「メカジョ

未来フォーラム2022」をオンラインにて開催しました。機械系女子
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学生約70名が集まり本会特別員企業28社と交流しました。また、

JSME-IUでは、オンラインを活用した在外研究者の研究室紹介や

海外の著名な研究者のオンライン講演、留学生のキャリア座談会な

ど積極的に情報発信を行っています。

【特別員に対するサービス向上】【特別員に対するサービス向上】

会員部会では2019 年度と2020年度に特別員に対し実施したアン

ケートとヒアリングに基づき、2021年度は特別員のニーズに合うサー

ビスの具体的な提供ができるよう仕組み作りの検討を進めました。

【広報・情報活動】【広報・情報活動】

毎月の会誌のほか、学生員を対象とした情報誌「ねじあわせ」を

春・夏・秋に発行しました。HPアクセス数はコロナ以前より増え、機

械工学事典電子版や会誌のやさしいシリーズWeb版のアクセス数が

大幅に増加しました。また、非会員および社会一般に向けた広報の

取り組みとして、『機械系に進む中高生を応援するサイト』を立ち上げ、

非会員技術者向けには講習会案内メールの配信を開始しました。

3. 3. 主な事業主な事業

（1） （1） 年次大会年次大会

2021年度年次大会を9月5日（日）～8日（水）の4日間にわたり千

葉大学をベースとして、オンライン開催しました。すべての参加者は

Zoom会議室に入室し発表、質疑応答をし、理事会企画などの一部

の公開行事はリアルタイムでYouTube配信しました。講演件数（882件）

と有料参加者数（1654名）は昨年より減少したものの、オンライン技

術展示には24社が集まりました。オンラインツールに慣れている方々

が多く、大きなトラブルなく終了しました。

（2） （2） 部門活動部門活動

昨年はコロナ禍により中止・延期となった行事が27件ありましたが、

2021年度はオンラインで国内講演会24件、国際会議7件、講習会

58件、特別講演会43件が開催され、特別講演会以外はほぼコロナ

前の開催回数に戻りました（図10）。また、2021年度は13件の行事

が分野連携企画として開催されました。

図10　部門講演会の開催数と有料参加者数

（3） （3） 支部活動支部活動

2021年度はオンラインを活用して多くの行事が開催されました。特

に支部講演会や学生員卒業研究発表講演会は例年通りにオンライン

開催され、学生員の獲得にも大きく貢献しました。また夏には会長の

支部訪問がオンラインで実施され、若手会員の獲得や特別員との連

携などについて闊達な意見交換がされました。各支部のシニア会でも

オンラインを活用して相互の親睦を図るなどの活動を行いました（表3）。

表3　各支部シニア会
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（4） （4） 学術誌学術誌

本会の学術誌は、機械工学の全分野をカバーした総合誌４誌（和

文誌、英文レビュー誌、英文誌、英文速報誌）と専門分野毎の部門英

文ジャーナル４誌をJ-STAGEでオープンアクセスにて発行していま

す。投稿・掲載数は、和文誌、英文誌ともに減少しており(図11)、
増加に転じさせるための具体的な施策を検討しました。講演会で発

表した原稿を学術誌へ投稿し易くするための投稿要件の変更、国際

的に認知されているオープンアクセスデータベースのDOAJ（Directory 
of Open Access Journals）への登録申請を行いました。

図11　学術誌の投稿数と掲載数

（5） （5） 機械の日機械の日

2021年8月7日に「命を守る機械」をテーマに、記念講演をオンラ

イン開催しました。絵画コンテストには70件の応募がありました。ま

た、2021年度に認定した機械遺産の選考理由および機械遺産所有

者のコメントの動画配信を行いました。

（6） （6） 機械遺産の認定機械遺産の認定

機械遺産として新たに9件を認定し合計113件になりました（表4）。

表4　2021年度機械遺産

（7） （7） 表彰表彰

2021年度本会会長名による表彰は表5の通りです。

表5　2021年度表彰

（8） （8） 出版事業出版事業

今年度の新規出版物として新刊4点、重版17点を発行しました。

新刊のうち2点は発電用設備規格でした。ここ数年、新刊が少ない

ことから出版事業の売上は減少傾向にあり、2021年度の売上高は

2020年度と比べて約2千万円の減少となりました（図12）。さらなる

一般書籍の発行数増加が必要であるため、出版センターでは新刊「や

さしいテキストシリーズ」の発刊について企画・検討しています。

図12　出版事業売上の内訳
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認証No.・対象 機械遺産名称
105. Collection 現存する国産初の電気搾乳機 バケットミルカー DK-5Ⅱ型
106. Collection 平⻭⾞研削盤 ASG-2形
107. Collection 江⼾前寿司⾃動にぎり機 ST-77 寿司ロボット1号機
108. Collection 新幹線開発に貢献した⾞両試験装置
109. Collection ⽇本現存最古のピッチングマシン カタパルト式：型式KS-P型/型式AR型
110. Collection 携帯⽤電気カンナ モデル1000
111. Collection 造幣局創業期の硬貨圧印機−ウールホルン硬貨圧印機とトネリエ硬貨圧印機−
112. Collection 回転ずしコンベア機−新しい⾷⽂化の創造−
113. Collection 静荷重杭圧⼊引抜機 サイレントパイラー KGK-100A

表彰名称 贈賞件数 表彰名称 贈賞件数
⽇本機械学会賞（技術功績） 5 ⽇本機械学会標準事業表彰貢献賞 1
⽇本機械学会賞（論⽂） 15 ⽇本機械学会標準事業表彰国際功績賞 1
⽇本機械学会賞（技術） 7 ⽇本機械学会標準事業表彰コードエンジニア賞 1

⽇本機械学会奨励賞（研究） 20 ⽇本機械学会若⼿優秀講演フェロー賞 79
⽇本機械学会奨励賞（技術） 19 ⽇本機械学会畠⼭賞 339

⽇本機械学会教育賞 2 ⽇本機械学会三浦賞 220
⽇本機械学会優秀製品賞 2 ⽇本機械学会⼥性未来賞 2
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（9） （9） 資格認定・認証事業資格認定・認証事業

機械状態監視診断技術者試験では、振動分野は２回（受験者231
名、合格者194名）行い、トライボロジー分野は、1回（受験者57名、

合格者57名）の資格認証試験を実施しました（図13）。その他、更新

認証を行いました。

図13　認定・認証受験者推移

計算力学技術者資格認定試験では、2020年度は、感染症の影響

で1, 2級認定試験を中止にしましたが、2021年度より1, 2級認定試

験においてCBT(Computer Based Testing)を導入し、上級アナリス

ト認定試験、初級認定（書類審査）は例年通りに、固体力学（受験

者714名、合格者320名）、熱流体力学（受験者415名、合格者252名）、
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振動（受験者222名、合格者114名）の３分野にて実施しました（図13）。
その他、国際相互認証、更新認定を行いました。

（10） （10） JABEE 事業JABEE 事業

JABEE事業委員会では機械関連分野についての審査委託を受け

ています。感染拡大の影響で、2020年度から繰越された審査11件
（継続10件、中間1件）全件と、2021年度分の13件の審査（継続10件、

新規3件）のうち4件の審査（継続1件、新規3件）をオンラインで実施

しました。これまでは現地に滞在して実施していた実地審査も各受

審校と調整しながらオンラインで実施しました。JABEE新人審査

員の講習会は、昨年に引き続き本会の年次大会でオンラインにて開

催しました。

（11） （11） 発電用設備規格発電用設備規格

火力および原子力発電プラントの機械設備（機器、配管等）を安全

に設計、製造、運転、維持するために発電用設備規格の制定（改定）

を行っております。2021年度は、本会から2件の規格を新刊として発

行しました。また昨年度から規格の電子化を行い、サブスクリプショ

ン方式での閲覧サービスを開始しました。

（12） （12） 機械工学振興事業機械工学振興事業

会員から頂いた寄付金を資金として、次世代を担う大学生までを

対象とした事業に助成金を提供しています。2021年度の募集につい

ては募集開始を延期し、感染拡大防止の観点からオンライン開催の

行事に限って募集を行うことになり、21件の行事が開催されました。

多様な交流の場としての
機能強化

集会行事の活性化

学術誌の
国際的価値向上

地域との連携強化

人材育成、
若手支援の強化

グローバル化、
多様性の推進

会員価値の向上

公益活動の強化

情報発信力の強化

組織力の強化

(1) 社会の変化に対応可能な柔軟な部門制の実現
(2) シーズとニーズの交錯によりイノベーションを創出する仕組み作り
(3) 若手が活躍しやすい人的ネットワークの構築

(4) 年次大会、部門講演会、支部講演会の見直しと活性化
(5) 社会的な課題を捉えたテーマ設定と産官学連携による解決に向けた議論
(6) 国内外の他学会との連携強化

(7) 投稿論文、掲載論文の量・質の向上、IFの取得
(8) 投稿、アクセスのグローバル化、レビュー期間の短縮
(9) オープンアクセスの利点PR、発信力の強化

(10) 地域の特徴を活かした支部の活性化
(11) 地域産業界（特別員）との連携強化
(12) 地域会員の多様化の推進とコミュニティ機能の強化

(13) 将来の機械工学を担う人材像の明確化と教育機関との連携強化
(14) 若手の自己啓発支援、キャリアアップ支援機能の強化
(15) 学生と社会との橋渡し機能の強化

(16) グローバル化、多様化のあるべき姿の明確化と戦略の策定
(17) グローバルな課題への対応力の強化
(18) LAJ、国際チャプター、International Union活動の拡充

(19) 会員の地位向上に向けた取り組みの明確化とアクションプランの策定
(20) 生涯にわたる自己実現の場の提供
(21) 会員（正員、学生員、特別員）メリットの向上

(22) 専門家集団としての社会貢献の強化
(23) 規格・標準化、認定事業の拡充
(24) 「機械の日」「機械遺産」活動、小中高生に対する啓発活動の継続強化

(25) 広報、情報、出版に関する企画、運営体制の強化
(26) 会員に対する情報サービス向上の継続
(27) 海外に向けた情報発信力の強化

(28) 経営企画力の強化、ガバナンスの強化、情報インフラの整備
(29) 財政の中長期ビジョンの策定とそれに向けてのアクションプランの明確化
(30) 本会プレゼンスの向上

10年活動方針 10年アクションプラン
リーディング・ソサエティ

としての学会

学術のトップランナー
としての学会

イノベーションを創出する
人材の育成を担う学会

世界に開かれた
多様性に富んだ学会

社会的責任を担い
持続的に発展する学会

多様な視点、多様な価値観が交錯することにより新た
な価値を創出する場として、社会の変革をリードする
とともに、会員のニーズに応えていく姿。

高い水準の専門学術を国際的に推進していくととも
に、分野を横断した新しい学際的な領域・技術を創成
していく姿。

社会が抱えている技術的な課題を解決するとともに、
新しい領域を切り拓き、産業および社会の発展へと貢
献できる人材を、世代、地域、領域および職能の垣根
を越えて育成していく姿。

多様なバックグランドを持った研究者・技術者が人的
ネットワークを構成し、交流および情報交換の場とし
ての機能を有するとともに、得られた情報および成果
を国際社会へ発信していく姿。

上記１から４の学会としての姿を実現していくため、
社会から公益的価値を認められ、強固な財政基盤を持
つことにより、組織として持続的に発展していく姿。

10 年ビジョンとアクションプラン (2016 年度制定 )10 年ビジョンとアクションプラン (2016 年度制定 )
日本機械学会は、国際的な視野から学術界・産業界をリードし、今後ますます複雑化する社会の要請に応えていきます。広範な分野を取り

込みイノベーションへとつなげていく横断的総合技術としての機械工学の強みを活かし、社会を変革する場であり続け、それを担う人材育成に

貢献します。そのため、今後10年間に本会が目指すべきビジョンを以下に定めます。




